
条 例

�愛媛県条例第３８号
職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２４年７月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

（災害応急作業等手当の特例）

４ 第６１条及び附則第７項に定めるもののほか、当分の間、災害応

急作業等手当は、職員が次に掲げる作業に従事したときに支給す

る。

� 省略

� 原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）第２０条

第３項の規定に基づく原子力災害対策本部長の地方公共団体の

長に対する指示（以下「本部長指示」という。）により帰還困

難区域に設定することとされた区域において行う作業（前号に

掲げるものを除く。）

� 本部長指示により居住制限区域に設定することとされた区域

において行う作業（前２号に掲げるものを除く。）

� 本部長指示により原子力災害対策特別措置法

第

２８条第２項の規定により読み替えて適用される災害対策基本法

（昭和３６年法律第２２３号）第６３条第１項の規定に基づく警戒区

域に設定することとされた区域

において行う作業（前３号に掲げるもの及び本部長指示に

より避難指示解除準備区域に設定することとされた区域におい

て行うものを除く。）

� 本部長指示により居住者等が避難のための立退き又は避難の

ための計画的な立退きを行うこととされた区域

において行う作業（前各号に掲げるもの及

び本部長指示により避難指示解除準備区域に設定することとさ

れた区域において行うものを除く。）

附 則

（災害応急作業等手当の特例）

４ 第６１条及び附則第８項に定めるもののほか、当分の間、災害応

急作業等手当は、職員が次に掲げる作業に従事したときに支給す

る。

� 省略

� 原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）第２０条

第３項の規定に基づく原子力災害対策本部長の地方公共団体の

長に対する指示（以下「本部長指示」という。）により同法第

２８条第２項の規定により読み替えて適用される災害対策基本法

（昭和３６年法律第２２３号）第６３条第１項の規定に基づく警戒区

域に設定することとされた区域又は当該本部長指示があるまで

の間における当該区域と同一の区域のうち人事委員会が定める

ものにおいて行う作業（前号 に掲げるもの

を除く。）

� 本部長指示により居住者等が避難のための立退き若しくは

計画的な立退きを行うこととされた区域又は当該本部長

指示があるまでの間における当該区域と同一の区域のうち人事

委員会が定めるものにおいて行う作業（前２号に掲げるもの

を除く。）

発 行 愛 媛 県
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５ 前項に規定する手当の額は、次の各号に定める額を超えて支給

してはならない。

� 前項第１号の作業

ア 原子炉建屋（人事委員会が定めるものに限る。）内におい

て行う作業 作業１日につき ４０，０００円

イ ア及びエに掲げる作業以外の作業であつて、故障した設備

等を現場において確認するもの（人事委員会が定めるものに

限る。） 作業１日につき ２０，０００円

ウ ア、イ及びエに掲げる作業以外の作業 作業１日につき

１３，３００円

エ 人事委員会が定める施設内において行う作業 作業１日に

つき ３，３００円

� 前項第２号の作業

ア 屋外において行う作業 作業１日につき ６，６００円

イ 屋内において行う作業 作業１日につき １，３３０円

� 前項第３号の作業

ア 屋外において行う作業 作業１日につき ３，３００円

イ 屋内において行う作業 作業１日につき ６６０円

� 前項第４号の作業

ア 屋外において行う作業 作業１日につき ６，６００円

イ 屋内において行う作業 作業１日につき １，３３０円

� 前項第５号の作業

ア・イ 省略

６ 同一の日において前項各号 の作業のうち２以上の作業に

従事した場合においては、当該２以上の作業に係る手当の額

が同

額のときにあつては当該手当のいずれか一の手当、当該２以上の

作業に係る手当の額が異なるときにあつては当該手当の額が最も

高いもの（その額が同額の場合にあつては、その手当のいずれか

一の手当）以外の手当は、支給しない。

７ 省略

８ 省略

９ 附則第７項の作業が夜間において行われた場合にあつては前項

の規定により支給する手当の額にその作業に従事した日１日につ

きその１００分の５０に相当する額の範囲内で人事委員会が定める額

を、附則第７項の作業が人事委員会が著しく危険であると認める

区域で行われた場合又は同項の作業に引き続き５日以上従事した

場合にあつては前項の規定により支給する手当の額にその作業に

従事した日１日につきその１００分の１００に相当する額の範囲内で人

事委員会が定める額を加算することができる。

� 原子力災害対策特別措置法第１５条第３項の規定に基づく内閣

総理大臣の市町村長及び都道府県知事に対する指示若しくは本

部長指示により居住者等が屋内への退避を行うこととされた区

域又は当該指示若しくは本部長指示があるまでの間における当

該区域と同一の区域のうち人事委員会が定めるもののそれぞれ

の屋外において行う作業（前３号に掲げるものを除く。）

５ 前項に規定する手当の額は、次の各号に定める額を超えて支給

してはならない。

� 前項第１号の作業

ア イに掲げる作業以外の作業 作業１日につき ２０，０００円

イ 人事委員会が定める施設内において行う作業 作業１日に

つき ５，０００円

� 前項第２号の作業

ア 屋外において行う作業 作業１日につき １０，０００円

イ 屋内において行う作業 作業１日につき ２，０００円

� 前項第３号の作業

ア・イ 省略

� 前項第４号の作業 作業１日につき ２，５００円

６ 前項第１号ア又は第２号アの作業が心身に著しい負担を与える

と人事委員会が認めるものである場合は、これらの規定により支

給する手当の額にその作業１日につきその１００分の１００に相当する

額の範囲内で人事委員会が定める額を加算することができる。

７ 同一の日において附則第５項各号の作業のうち２以上の作業に

従事した場合においては、当該２以上の作業に係る手当の額（前

項の規定による加算額を含む。以下この項において同じ。）が同

額のときにあつては当該手当のいずれか一の手当、当該２以上の

作業に係る手当の額が異なるときにあつては当該手当の額が最も

高いもの（その額が同額の場合にあつては、その手当のいずれか

一の手当）以外の手当は、支給しない。

８ 省略

９ 省略

１０ 附則第８項の作業が夜間において行われた場合にあつては前項

の規定により支給する手当の額にその作業に従事した日１日につ

きその１００分の５０に相当する額の範囲内で人事委員会が定める額

を、附則第８項の作業が人事委員会が著しく危険であると認める

区域で行われた場合又は同項の作業に引き続き５日以上従事した

場合にあつては前項の規定により支給する手当の額にその作業に

従事した日１日につきその１００分の１００に相当する額の範囲内で人

事委員会が定める額を加算することができる。

附 則

愛 媛 県 報平成２４年７月２０日 第２３８７号外１
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１ この条例は、公布の日から施行する。

２ 改正後の職員の特殊勤務手当に関する条例（以下「新条例」という。）の規定は、平成２４年４月１６日からこの条例の施行の日の前日ま

での間において、職員が原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）第２０条第３項の規定に基づく原子力災害対策本部長の地方

公共団体の長に対する指示により帰還困難区域に設定することとされた区域において行った作業であって、新条例の規定を適用したとす

るならば新条例附則第５項第２号アに掲げる作業に該当することとなるもの（同一の日において、新条例の規定を適用したとするならば

新条例附則第５項第１号アからウまで又は第４号アに掲げる作業に該当することとなるものに従事した場合を除く。）及び新条例の規定

を適用したとするならば新条例附則第５項第２号イに掲げる作業に該当することとなるもの（同一の日において、新条例の規定を適用し

たとするならば新条例附則第５項第１号、第２号ア、第３号ア、第４号又は第５号アに掲げる作業に該当することとなるものに従事した

場合を除く。）に従事した場合についても適用する。

�愛媛県条例第３９号
愛媛県半島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例及び愛媛県原子力発電施設等立地地域における県税の特別措置に関す

る条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２４年７月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県半島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例及び愛媛県原子力発電施設等立地地域における県税の特別措置に

関する条例の一部を改正する条例

（愛媛県半島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例の一部改正）

第１条 愛媛県半島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例（昭和６２年愛媛県条例第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

（不動産取得税の不均一課税の特例）

２ 平成１８年４月１日から平成２５年３月３１日までの間に第３条に規

定する土地の取得が行われた場合における同条の規定の適用につ

いては、同条中「第１９条の２」とあるのは「第１９条の２及び附則

第２０条」と、「１００分の０．４」とあるのは「１００分の０．３」とする。

附 則

（不動産取得税の不均一課税の特例）

２ 平成１８年４月１日から平成２４年３月３１日までの間に第３条に規

定する土地の取得が行われた場合における同条の規定の適用につ

いては、同条中「第１９条の２」とあるのは「第１９条の２及び附則

第２０条」と、「１００分の０．４」とあるのは「１００分の０．３」とする。

（愛媛県原子力発電施設等立地地域における県税の特別措置に関する条例の一部改正）

第２条 愛媛県原子力発電施設等立地地域における県税の特別措置に関する条例（平成１４年愛媛県条例第４７号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

（不動産取得税の不均一課税の特例）

２ 平成１８年４月１日から平成２５年３月３１日までの間に第３条に規

定する土地の取得が行われた場合における同条の規定の適用につ

いては、同条中「第１９条の２」とあるのは「第１９条の２及び附則

第２０条」と、「１００分の０．４」とあるのは「１００分の０．３」とする。

附 則

（不動産取得税の不均一課税の特例）

２ 平成１８年４月１日から平成２４年３月３１日までの間に第３条に規

定する土地の取得が行われた場合における同条の規定の適用につ

いては、同条中「第１９条の２」とあるのは「第１９条の２及び附則

第２０条」と、「１００分の０．４」とあるのは「１００分の０．３」とする。

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ 第１条の規定による改正後の愛媛県半島振興対策実施地域における県税の特別措置に関する条例附則第２項の規定及び第２条の規定に

よる改正後の愛媛県原子力発電施設等立地地域における県税の特別措置に関する条例附則第２項の規定は、平成２４年４月１日から適用す

る。

�愛媛県条例第４０号
特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２４年７月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例

愛 媛 県 報平成２４年７月２０日 第２３８７号外１
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特定非営利活動促進法施行条例（平成１０年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（設立の認証の申請）

第２条 省略

２ 法第１０条第１項第２号ハに規定する条例で定める書面は、次に

掲げるとおりとする。

� 当該役員が住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の適用を

受ける者であり、かつ、知事が同法第３０条の７第５項の規定に

より当該役員に係る同条第３項に規定する保存期間に係る本人

確認情報（以下「本人確認情報」という。）の提供を受け、及

び同法第３０条の８第１項の規定により本人確認情報を利用する

ことができない場合にあっては、同法第１２条第１項に規定する

住民票の写し

� 当該役員が住民基本台帳法の適用を受けない 者である場合

にあっては、当該役員の住所又は居所を証する権限のある官公

署が発給する文書

３ 前項第２号の 書面が外国語で作成されているときは、翻

訳者を明らかにした日本語の訳文を添付しなければならない。

４・５ 省略

（事業報告書等の提出）

第１０条 法第３０条の閲覧及び謄写の用に供するため、特定非営利活

動法人は、次の表の左欄に掲げる場合の区分に応じ、同表の中欄

に掲げる規則で定める部数の書類を、同表の右欄に掲げる時期に

知事に提出しなければならない。

（設立の認証の申請）

第２条 省略

２ 法第１０条第１項第２号ハに規定する条例で定める書面は、次に

掲げるとおりとする。

� 当該役員が住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の適用を

受ける者である

場合にあっては、同法第１２条第１項に規定する

住民票の写し

� 当該役員が住民基本台帳法の適用を受けない者であり、か

つ、外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）の適用を受ける者

である場合にあっては、同法第４条第１項に規定する外国人登

録原票の記載内容を証明する市町村（東京都の特別区の存する

区域及び地方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市にあって

は、区）の長が発給する文書

� 当該役員が前２号に規定する場合に該当しない者である場合

にあっては、当該役員の住所又は居所を証する権限のある官公

署が発給する文書

３ 前項第３号に掲げる書面が外国語で作成されているときは、翻

訳者を明らかにした日本語の訳文を添付しなければならない。

４・５ 省略

（事業報告書等の提出）

第１０条 法第３０条の閲覧及び謄写の用に供するため、特定非営利活

動法人は、次の表の左欄に掲げる場合の区分に応じ、同表の中欄

に掲げる規則で定める部数の書類を、同表の右欄に掲げる時期に

知事に提出しなければならない。

区 分 提出すべき書類 提出すべき時期 区 分 提出すべき書類 提出すべき時期

１ 設立又は合

併の認証を受

けた場合

当該設立又は合併の認

証に係る

法第１３条第２

項（法第３９条第２項にお

いて準用する場合を含

む。この項の右欄におい

て同じ。）の登記事項証

明書の写し及び法第１４条

の財産目録又は法第３５条

第１項の財産目録

法第１３条第２

項の規定による

届出の時

１ 設立又は合

併の認証を受

けた場合

当該設立又は合併の認

証に係る法第１０条第１項

第１号及び第２号イに掲

げる書類、法第１３条第２

項（法第３９条第２項にお

いて準用する場合を含

む。この項の右欄におい

て同じ。）の登記事項証

明書の写し及び法第１４条

の財産目録又は法第３５条

第１項の財産目録

法第１３条第２

項の規定による

届出の時

２ 省略 ２ 省略

３ 定款の変更

の認証を受け

た場合

当該変

更に係る登記をした場合

にあっては、法第２５条第

７項の登記事項証明書の

写し

法第２５条第７

項の規定による

提出の時

３ 定款の変更

の認証を受け

た場合

当該変更の認証に係る

変更後の定款及び当該変

更に係る登記をした場合

にあっては、法第２５条第

７項の登記事項証明書の

写し

当該定款の変

更の認証を受け

た後遅滞なく

４ 省略 ４ 省略

愛 媛 県 報平成２４年７月２０日 第２３８７号外１

４



��������������

５ 毎事業年度

１回、事業報

告書等を作成

した場合

法第２８条第３項第１号

の事業報告書等の写し

法第２９条

の規定による

提出の時

５ 毎事業年度

１回、事業報

告書等を作成

した場合

法第２８条第３項第１号

の事業報告書等の写し

法第２９条第１

項の規定による

事業報告書等の

提出時

（役員報酬規程等の提出）

第２２条 省略

２ 省略

３ 法第５６条（法第６２条において準用する場合を含む。）の閲覧及

び謄写の用に供するため、認定特定非営利活動法人又は仮認定特

定非営利活動法人は、その認定又は仮認定を受けた後遅滞なく、

規則で定める部数の法第４４条第２項第２号及び第３号（法第５８条

第２項において準用する場合を含む。）に掲げる書類を知事に提

出しなければならない。

（役員報酬規程等の提出）

第２２条 省略

２ 省略

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項若しくは第３４条第３項の認証の申請又は同法第２３条第１項の届出に係る役

員が出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正す

る等の法律（平成２１年法律第７９号）の施行の日前に同法第４条の規定による廃止前の外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）の適用を受

けていた者である場合にあっては、その適用を受けていた期間内に同法第４条第１項に規定する外国人登録原票の記載内容を証明する市

町村（東京都の特別区の存する区域及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市にあっては、区）の長が発給

した文書であって、これらの申請又は届出の日前６月以内に作成されたものは、改正後の特定非営利活動促進法施行条例第２条第２項第

１号の書面とみなす。

�愛媛県条例第４１号
食品衛生法施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２４年７月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

食品衛生法施行条例の一部を改正する条例

食品衛生法施行条例（平成１２年愛媛県条例第１６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第３（第３条関係）

営 業 別 施 設 基 準

１ 飲食店営業

�～� 省略

� 生食用食肉（牛の食肉（内臓を除く。）であって、生食用

として販売するものをいう。以下同じ。）の加工又は調理を

行う場合は、次の要件（生食用食肉の調理のみを行う場合

は、アからエまでの要件）を備えていること。

ア 加工又は調理を行う場所は、他の作業を行う場所と区画

された衛生的な場所であること。

イ 生食用食肉が接触する設備及び器具は、専用のものを備

えていること。

ウ 石けん及び適当な消毒液を備えた専用の流水式手洗設備

を設けていること。

エ 加工又は調理に用いる器具専用の流水式洗浄設備及び消

毒設備を設けていること。

オ 原料肉の加熱殺菌を行うための専用の設備を設け、温度

計を備えていること。

カ 加熱殺菌後の肉を摂氏４度以下に冷却することができる

別表第３（第３条関係）

営 業 別 施 設 基 準

１ 飲食店営業

�～� 省略
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設備（加熱殺菌後の肉をその他の肉と区分して冷却するこ

とができる構造であるものに限る。）を設けていること。

� 生食用食肉の保存を行う場合は、生食用食肉を常に摂氏４

度以下（凍結した生食用食肉にあっては、摂氏零下１５度以

下）に保存することができる設備を設けていること。

２～１０ 省略

１１ 食肉処理業

�～� 省略

� 生食用食肉の加工又は調理を行う場合は、１�の要件を備

えていること。

� 生食用食肉の保存を行う場合は、１�の設備を設けている

こと。

１２ 食肉販売業（包装した食肉を簡易な施設のみで販売する食肉

販売業を除く。）

� 省略

� 調理台並びに食肉を摂氏１０度以下（生食用食肉にあって

は、摂氏４度以下）に保存することができる冷蔵庫及び陳列

設備を設け、見やすい位置に温度計を備えていること。

� 省略

� 生食用食肉の加工又は調理を行う場合は、１�の要件を備

えていること。

１３～３３ 省略

別表第４（第３条、別表第２関係）

施 設 の 特 例 基 準

１・２ 省略

３ 簡易な施設のみで販売する営業

� 省略

� 包装食肉のみを販売する食肉販売業

ア 省略

イ 施設には、食肉を摂氏１０度以下（生食用食肉にあっては

摂氏４度以下、冷凍包装による食肉にあっては摂氏零下１５

度 以下）に保存することができる専用の冷蔵設備又は冷

凍設備を設け、見やすい位置に温度計を備えていること。

ウ・エ 省略

� 省略

４ 省略

２～１０ 省略

１１ 食肉処理業

�～� 省略

１２ 食肉販売業（包装した食肉を簡易な施設のみで販売する食肉

販売業を除く。）

� 省略

� 調理台並びに食肉を摂氏１０度以下

に保存することができる冷蔵庫及び陳列

設備を設け、見やすい位置に温度計を備えていること。

� 省略

１３～３３ 省略

別表第４（第３条、別表第２関係）

施 設 の 特 例 基 準

１・２ 省略

３ 簡易な施設のみで販売する営業

� 省略

� 包装食肉のみを販売する食肉販売業

ア 省略

イ 施設には、食肉を摂氏１０度以下（

冷凍包装による食肉にあっては、摂氏零下

１５度以下）に保存することができる専用の冷蔵設備又は冷

凍設備を設け、見やすい位置に温度計を備えていること。

ウ・エ 省略

� 省略

４ 省略

附 則

この条例は、平成２４年１０月１日から施行する。

�愛媛県条例第４２号
愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２４年７月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例（昭和３９年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

名 称 目 的 位 置 名 称 目 的 位 置

省略 省略
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愛媛県物産観

光センター

県物産の展示、紹介及びあつせんを

行うとともに、県内の観光及び産業

に関し、情報提供及び展示を行う。

松山市

省略 省略

愛媛県北条鹿

島博物展示館

松山市鹿島を中心とした地域の動植

物の標本類等を展示して、一般の観

覧に供する。

松山市

省略 省略

別表第４（第１０条関係） 別表第４（第１０条関係）

１～１８ 省略

１９ 省略

１～１８ 省略

１９ 愛媛県物産観光センター

２０ 省略

附 則

１ この条例中、別表第１愛媛県北条鹿島博物展示館の項を削る改正規定は公布の日から、その他の改正規定及び次項の規定は平成２４年８

月１日から施行する。

２ 愛媛県物産観光センター管理条例（平成１７年愛媛県条例第６４号）は、廃止する。

平成２４年７月２０日 発行
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